
― 1―

全国社会科教育学会
『社会科研究』第95号　2021（pp.1－12）

外部人材と子どもの熟議を促す社会科授業構成の原理と方法
― 地理的分野「地域に届けるハザードマップ」の開発と実践を通して ―
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Abstract
This study examined the development of social studies lessons that encourage junior high school 

students to engage with external agencies.  It was found that to develop an understanding of the common 
good, schools need to develop lessons that encourage students to engage with external agencies for three 
main reasons.
1. To develop social awareness, which is the foundation of problem solving.
2. To eliminate student resistance to varying opinions by raising their self-esteem through feedback.
3.  To ensure the main teaching materials are focused on real-world issues that external agencies may not 

yet have examined.
The results of this research give some guidance on the development of lessons that emphasize 

cooperation with external institutions.  Future research could focus on developing lessons/units that include 
community collaboration and clarifying the teachers’ opinions of the academic value of these types of 
social studies lessons.

Keywords:  deliberation, common good, creation of public space, collaboration with local communities, 
feedback

　本研究は，外部人材と子どもの熟議を促す社会科授業構成の原理と方法を，外部人材を活用した中学
校社会科地理的分野の単元開発と実践を通して検討することを目指すものである。本研究の成果は，他
者との協働的な関係性としての共通善を形成するためには，学校に公共空間を創出させ外部人材と子ど
もの熟議を促す指導が必要になることを開発単元の結果に基づいて示したことである。外部人材と子ど
もの熟議を促すためには，次の三点をふまえた指導が有効である。
①課題解決のための共通基盤となる社会認識の形成を通して，子どもの思考の次元を変容させること。
② 外部人材によるフィードバックを通して，子どもの自尊感情を高め意見表明に対する抵抗感を解消す
ること。

③外部人材もまだ取り組んでいない現実社会の課題を中心教材として設定すること。
　本研究の成果は，外部機関との連携を重視する学校教育のあり方を検討する際の一助になる。今後の
課題は，消防士以外の外部人材や関係機関と連携した単元開発を行い地域と学校の連携方法のあり方を
検討すること，地域社会と連携する社会科学習を推進する教師の教科観や学力観について明らかにする
ことの二点である。
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１．はじめに－問題の所在－

　本研究は，外部人材と子どもの熟議を促す社会
科授業構成の原理と方法について，外部人材を活
用した中学校社会科地理的分野の単元開発と実践
を通して検討することを目指すものである。
　昨今の学校教育では，地域社会と連携して外部
人材を活用する教育活動の充実が要請されてい
る。このことは，「社会に開かれた教育課程」の
実現が重視されるようになったことと関係してい
る。平成28年12月中教審答申の「社会に開かれた
教育課程」に関する記述1）に拠れば，教育課程を
編成・実施する際には，主に教育活動の目標を社
会と共有していくこと，予測が困難な社会の変化
に対応し，持続可能な社会を形成する市民に必要
となる資質・能力を明確化することが重要視され
ている。目標として設定した資質・能力を育成す
るための取り組みとして注目されているのが，「地
域の人的・物的資源を活用」した授業開発であ
る。地域社会と連携する授業は，子どもを「公共
を支える市民」2）と捉え，実際の社会形成のプロ
セスへの参加を重視する原理に基づくものとな
る。この原理に基づく授業の開発を推進するから
こそ，真に民主主義社会の形成者育成を実質的な
ものにすることができると言える。ただ，地域社
会と連携する授業の多くは，教師に代わって知識
を教える外部人材である大人と，それを学ぶ子ど
もという関係を前提として学習が進められる。こ
のような授業は，最終的に専門家である外部人材
が行っている取り組み（努力や苦労を含む）の解
説に終始するものになりやすい傾向にある。外部
人材の活用をめぐる課題は，外部人材と子どもの
コミュニケーションを含めた関係性について検討
することであろう。つまり，外部人材と子どもが
議論を行うことができる民主的な公共空間を学校
の教室にどのように創出するかという点について
検討することが必要となるのではないか。
　この課題を検討するうえで，示唆に富むのが熟
議民主主義論を提唱する田村哲樹の論である。田
村は，民主主義的空間には，政治家による「意思
決定」が重視される「国家・議会」と市民同士の
議論による「意見形成」が重視される「市民社会・

公共圏」の２つのレベルがあることを主張してい
る3）。多様な立場の市民同士による「市民社会・
公共圏」における議論を通して形成される「洗練
された意見」4）が，「国家・議会」における議論に
届けられ，政治的意思決定が行われるのである。
この田村の論をふまえると地域社会と連携する社
会科授業が想定する議論は，「市民社会・公共圏」
レベルの熟議を想定したものとなり，そこでは他
者と双方向のコミュニケーションを通した意見形
成が目指されることになる。つまり，「社会に開
かれた教育課程」の実現を目指して，地域社会と
の連携に基づく社会科授業を推進するためには，
外部人材と子どもの熟議を可能にする授業構成に
ついて検討することが必要であると言える。
　本研究では，従来の地域社会との連携に着目し
た社会科授業に関する研究成果をふまえて，外部
人材と子どもの熟議を促す社会科授業構成の原理
と方法を検討する。そのために，次の方法に基づ
いて論を展開する。第一に，先行研究として地域
社会との連携を通した社会科授業の特質と課題を
考察する。今回は，特定の分野の専門家である外
部人材と子どもが，直接関わる学習活動を設定し
ている社会参加学習に関する研究成果を取り上
げ，特に外部人材と子どものコミュニケーション
について考察する。第二に，先行研究の考察結果
をふまえ，本研究の社会科授業構成の原理と方法
について説明する。第三に，単元開発を行い実践
の結果に基づいて教育的効果を検証する。第四に，
本研究の成果と課題を示す。

２．�地域社会との連携を通した社会科
授業の特質と課題

2．1　�社会参加を原理とする社会科授業の特質と
課題

　社会参加を原理とする社会科授業に関する研究
成果を公表しているのが，唐木清志である。唐木
は，サービス・ラーニングに基づく「問題把握，
問題分析，意思決定，提案・参加」という四段階
の学習過程を組織化することで，他者と協働して
問題解決を担う市民育成を目指す社会参加学習を
提唱している5）。専門家を外部人材として活用し
た具体的な授業モデルに，中学校社会科公民的分
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野「地方自治と路上喫煙・ポイ捨て禁止条例」が
ある6）。この授業では，路上喫煙やポイ捨てとい
う社会問題を解決するための条例案を考えさせ，
外部人材として学習に携わる文京区の区役所職員
に提案する学習活動が展開されている。区役所の
職員と子どものコミュニケーションの場面に着目
すると，「罰金（過料）を課さないのはなぜか」
などの既存の条例に対する子どもの疑問に職員が
丁寧に回答し，文京区のまちづくりの取り組みに
ついて説明することによって，地域で生活する人
たちが協働して区政を進めていることに気付かせ
ている。このように唐木の社会参加学習は，まち
づくり等の公共政策に携わる職員を外部人材とし
て活用し，その取り組みの理解を深め，他者と協
働的な関係を構築する大切さに気付かせること
で，市民育成を目指している点に特質がある。
　一方で，次のような課題もある。外部人材と子
どものコミュニケーションは，「子どもの疑問に
対する外部人材の返答，子どもの提案に対する意
見交換」という議論活動となっている7）。そこで
は既存の公共政策に関する取り組みの理解を深め
ることが重視されているため，あくまで既存の取
り組みに参加する市民育成を目指す閉ざされた議
論が展開されることになる。外部人材を活用する
からこそ既存の取り組みを対象化し，改善・変革
につながる思考を促す開かれた議論を展開するこ
とが重要になるのではないか。このことから唐木
の社会参加学習には，既存の公共政策に関する取
り組みについての理解を重視する閉ざされた議論
が展開されている点に課題があると言える。

2．2　�ノットワーキングを原理とする社会科授業
の特質と課題

　田本正一は，外部人材との議論をとり入れた小
学校社会科の授業モデルに基づいて，ノットワー
キングを原理とする社会科授業に関する研究成果
を公表している8）。具体的な授業では，「国際交
流の活性化をどのように進めるか」というまちづ
くりの課題について，子どもに「周南市グローカ
ルシティプラン」を考えさせ，国際交流事業の担
当者である市役所職員に提案する学習活動が展開
されている。特筆すべきは，外部人材と子どもの

相互作用に着目して授業を開発し評価を行ってい
る点である。田本は子どもを問題解決の担い手で
ある市民として捉え，他者と協働しながらより望
ましい公共政策について考えさせることを重視し
た授業を開発し，外部人材による子どもへの影響
だけではなく，外部人材に対する子どもの影響に
も着目して評価を行うことで授業の教育的効果を
明らかにしているのである。このことから田本の
授業モデルは，唐木の研究成果をふまえ，問題解
決の担い手としての意識形成を通して市民育成を
目指している点に特質がある。
　田本の授業モデルにおける外部人材と子どもの
コミュニケーションは，「子どもの疑問に対する
外部人材の返答，子どもの提案に対する意見交換」
という議論活動となっており，そこでは国際交流
の取り組みに関して子どもが提案を行い，それに
対して市役所職員が評価を行うという学習が行わ
れている。授業後のインタビュー結果によれば，
市役所職員が子どもの提案に対して「思いつかな
い提案」や「今後の参考にする」というように評
価をしていることがわかる。しかしながら，それ
を授業の中でどのように子どもに伝えることで，
提案の社会的意義の理解を促しているのかという
点については十分に解明されていない。授業後の
インタビュー結果だけではなく，授業における議
論活動の事実をふまえた外部人材と子どもの相互
作用の検討が，協働的な関係構築につながる議論
のあり方を解明するためには必要ではないか。こ
のことから田本の提案には，授業における議論活
動の事実に基づいて，外部人材と子どもの協働的
な関係を構築するための議論の解明がなされてい
ない点に課題があると言える。

2．3　小括
　先行研究として取り上げた唐木と田本の授業モ
デルでは，外部人材としてまちづくりの専門家で
ある市役所職員（行政）が携わり，子どもの政策
に関する疑問への返答及び政策提案をふまえた議
論を中心とする学習活動が行われている。このこ
とから両氏の社会科授業は，地域社会の問題解決
の担い手を実質的に育成するために，外部人材と
子どもの議論を促すことで協働的な関係構築を目



― 4―

社会科研究　95，2021

指している点に特質があると言える。専門家だけ
では有効な社会問題の解決方法を提案することが
困難となっている今日の状況を鑑みれば，学校教
育において専門家と非専門家である子どもの協働
的な関係の構築を目指して，より望ましい問題解
決の方法を議論する授業開発の推進がこれまで以
上に重要となる。具体的な実践に基づく両氏の研
究成果は，このような社会的要請に応えるもので
あり，地域社会と連携する社会科授業のあり方を
考える際に多くの示唆を提供するものである。
　一方で，両氏の研究成果の課題として，外部人
材と子どもの協働的な関係構築のための議論のあ
り方について，解明されていない点を挙げること
ができる。この課題克服のためには，外部人材と
子どもの議論の原理や方法に関する具体的な掘り
下げが必要である。

３．�外部人材と子どもの熟議を促す社
会科授業構成の原理と方法

3．1　外部人材と子どもの議論の原理的考察
　本研究では，「熟議」に関する研究成果に着目
して，外部人材と子どもの議論について検討す
る。熟議とは，「他者の見解を踏まえて自らの主
張を見直していくこと」9）という「理由の反省的
検討」を重視するコミュニケーションであり，不
確実性が高まる現代社会において，市民が共有可
能なルールや共通理解を作り出すためのプロセス
として注目されている10）。この熟議に基づく議論
の教育的意義として，次の二点を挙げることがで
きる。第一に，主張の根拠である理由を検討する
ことによって，多くの人々の納得を得る正当性を
有する意見形成を目指すことができる点である。
第二に，問題解決の担い手である市民同士のコ
ミュニケーションを通して，自己と他者の相互変
容によって新たな集合性としての「私たち」とい
うアイデンティティが構成され，自己と他者及び
社会との関係を見出すことが可能になる点であ
る11）。熟議に基づく議論では，社会問題について
他者と意見交換を行い，自己の考えを反省的に振
り返ることで，「私から公の次元へ思考を移す」12）

ことが重視される。他者の意見を受け入れ，個人
的な「私」の次元から一般的な「公」の次元へと

思考の変容を促す熟議は，他者と協働的な関係を
構築して問題解決を担う市民の育成を目指す学習
原理と捉えることができる。
　以上のことをふまえ本研究では，外部人材と子
どものコミュニケーションを「熟議」と捉え，新
たな授業構成の原理と方法の提案を目指す。「熟
議」に着目した従来の社会科授業については，す
でに一定の研究の蓄積がある。その中でも具体的
な授業モデルに基づいて学習論を提案しているの
が，斉藤仁一朗等13），斉藤雄次14）の論である。前
者の研究では，熟議を通して「共通基盤を基に，
合意点を模索」し，「制度の新しい提案をする姿勢」
の育成を目指す社会科授業開発を行い，その結果
に基づいて理論の有効性を検証している。後者の
研究では，熟議を通して「他者の利益や公共的な
利益，価値に基づく意見，理性的な意見」である
輿論育成を目指す社会科授業構成の有効性を，選
択的夫婦別姓について考える単元開発の結果に基
づいて検証している。
　このように従来の「熟議」に着目した社会科授
業に関する研究は，合意形成を目指す社会科授業
や二者択一の選択肢の中から合理的意思決定を迫
る社会科授業の限界を克服するために，社会的事
象の背景に存在する複雑な価値観を吟味すること
で，人々の連帯や協働を促すための共通善の形成
を目指している点に特質がある。先行研究の授業
実践では，子ども同士の熟議が行われているのに
対し，本研究では実社会で活躍している外部人材
と子どもの熟議を促す社会科授業のあり方につい
て検討する。そのためには，外部人材と子どもの
熟議を通して形成される共通善を定義し（目標），
どのような内容や方法に基づいて授業を展開すれ
ばよいのか（内容・方法）という点を検討するこ
とが必要となる。特に，本研究では，外部人材と
子どもの熟議を促すためには，教室に専門家と非
専門家という立場性や権威性にとらわれないコ
ミュニケーションを可能にする公共空間を創出す
ることが重要であるという考え方に基づいて，そ
の具体的な指導方略を検討する。

3．2　熟議を促す社会科授業の成立条件
　外部人材と子どもの熟議を促す社会科授業の成
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立条件について， 目標， 内容， 方法の視点から考察
する。目標となる共通善について，菊地理夫は，
ロバート・D・パットナムの論に依拠しつつ「『ソー
シャル・キャピタル』と呼ぶこともできる」15）概
念であり， 「コミュニティのメンバーすべてに関し， 
ともに実現する共通の利益でもあり，『個人と個
人のつながりや絆をもたらす価値』でもある」16）

と述べている。このように共通善は，「連帯」や「相
互扶助」などの個人間のつながりをもたらす価値
であり，問題解決のための他者との協働的な関係
を構築するために不可欠なものと言える。本研究
では， この菊地 （2011） に基づいて共通善を 「社会
的な問題解決のために必要となる価値をふくめた
社会認識の形成を通して，構築される他者との協
働的な関係性」と定義する。ここで強調したいの
は，共通善は望ましい社会問題の解決方法につい
て判断するための共通基盤であり，異なる考えを
持つ他者とのコミュニケーションを通して，自他
の考えの共通点を思索することにより形成される
ものであるという点である。よって，本研究は結
果として形成された社会認識に限定するのではな
く，他者の意見に真摯に耳を傾け，積極的に関わ
ろうとする市民としての意識や態度も含めた概念
として共通善を捉えることにする。このことをふ
まえ本研究の目指す市民像を「熟議に基づく議論
を通して社会問題を考えるうえで必要な社会認識
を形成し，それに基づいて望ましい課題の取り組
みを考えることで他者と協働できる市民」 とする。
この目標を達成するためには，外部人材と子ども
が，熟議に基づく議論に対して相互に意義を見出
すことができる内容及び方法を具体的に検討する
必要がある。内容については，専門家である外部
人材もまだ取り組んでいない領域や分野における
課題に関する取り組みを中心教材として設定する。
これによって，外部人材は子どもの意見に価値を
見出すことが可能となり，子どもの意見に対して
外部人材からの意味付けや価値付けがなされるた
め， 子どもの自尊感情が高まることが期待できる。
また，方法については，外部人材との協働的な活
動を通して，課題の取り組みに関する意見を形成
し，その意見を多様な他者の意見をふまえて反省
的に吟味，検証するコミュニケーションを行う。

　今回は，外部人材と子どもが社会的課題に関す
る活動に協働して取り組み，それぞれが課題の取
り組みに関する意見を形成する場面（パート１），
外部人材との熟議を通して自己の意見を再構成す
る場面（パート２）を設定する。このような条件
に基づいて授業設計を行うことによって，外部人
材と子どもが専門家と非専門家という立場性や権
威性の壁を乗り越え，問題解決を担う市民として
熟議を行うことを可能にする公共空間を創出する
ことができる。

3．3　本研究の社会科授業構成の原理と方法
　これまでの論をふまえ，本研究の社会科授業構
成の原理と方法を示したものが以下の図１である。

　本研究の社会科授業構成は，前述のように熟議
を原理として，社会的課題に関する意見形成の段
階であるパート１（図１中①）と意見の再構成の
段階であるパート２（図１中②）があり，特に②
では他者の意見をふまえ自己の意見を振り返り，
再構成することによって，「私」から「公」の次
元に思考を変容することを目指す。
　図１中Ⅰ～Ⅱの段階は，①「意見形成」に相当
する。Ⅰの段階は，課題を把握し，その方法や取
り組みに参画できることに気付かせる学習を行
う。Ⅱの段階は，外部人材と共に社会的課題の取
り組みを実践する学習を行う。ここでは，外部人

図１　�外部人材と子どもの熟議を促す社会科授業
構成の原理と方法

（著者作成）

Ⅰ〜Ⅱ：パート１意見形成（①）
Ⅲ〜Ⅳ：パート２意見の再構成（②）学校

地域社会

外部人材

教室

子ども

図１ 外部人材と子どもの熟議を促す社会科授業構成の原理と方法

Ⅳ.社会的課題の再検討
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材との課題に関する取り組みの実践を通して，外
部人材と子どもがそれぞれ課題の解決方法に関す
る意見を形成する。
　図１中Ⅲ～Ⅳの段階は，②「意見の再構成」に
相当する。Ⅲの段階は，外部人材との熟議を行う
ことを想定している。社会的課題に関する自己の
意見と他者の意見を比較し，その違いをふまえて
自己の意見を振り返ることを重視する学習を行
う。ここでは，熟議を通して①で形成した意見を
反省的に吟味することで，自他の社会的事象の見
方や価値の違いやその違いの根拠について理解を
深める。また，専門家である外部人材も想定して
いなかった子どもの意見をフィードバックするこ
とで，問題解決の担い手としての意識形成を促
す。Ⅳの段階は，社会的課題に関する自他の意見
の違いをふまえて意見の再検討を行う。ここで重
要なのは，これまでの学習をふまえて再構成した
意見が，実社会の課題に関する取り組みに活用さ
れることに気付かせることで，学習への社会的意
味付けを促すことである。
　以上の原理と方法に基づいて単元開発を行うこ
とによって，問題解決に貢献する市民の育成を実
質的なものにする授業のあり方を提案することを
目指す。

４．地域社会と連携した単元開発

4．1　�単元の目的－「共助」に関する課題解決を目
指すハザードマップづくり－

　本研究では，外部人材の活用を通して，地域の
防災の取り組みを考える市民育成を目的とする単
元の開発を行う。防災に着目した社会科授業は，
「『社会に開かれた教育課程』を実現する一つの鍵
となる」17）ものであり， これまでも地域資源を活用
し，他教科や他領域との連携・接続を意図した取
り組みが多く報告されている。例えば，小谷恵津
子はハザードマップづくりを取り入れた中学校社
会科地理的分野の単元モデルを提案している18）。
　小谷の単元モデルでは，外部人材と直接関わる
場面は設定されておらず，危険箇所や安全箇所な
どの地形や環境などの視点に基づく考察を重視し
たハザードマップづくりが行われている。このこ
とから小谷の単元モデルの特質は，社会認識形成

を重視している点にあると言える。これに対して，
本研究は，外部人材と協働して防災に関する課題
の理解を深め，課題解決の取り組みを考える市民
育成を目指す学習を構想することから小谷の単元
モデルとは差別化される。
　地域防災の課題について，片田敏孝は災害時の
地域社会と行政との偏った関係構造19）を指摘し，
この関係の変革の必要性を説いている。この課題
を克服するための方策の一つとして，「共助」に
関する取り組みに多様な立場の人々が参画し，議
論することが考えられる。「共助」は，災害時に
地域住民が協力して取り組むだけではなく，日常
から地域での助け合いについて備えるという意味
も含んだ概念20）であり，その取り組みには自治
会を含めた多様な立場の地域住民が関わってい
る。つまり，地域住民である子どもたちも，地域
の一員として「共助」に関する取り組みに参画す
る機会が保障されているのである。よって，「共助」
の取り組みについて議論する際には，提案された
意見を立場や世代等にとらわれることなく公正な
社会の実現という観点から反省的に検討し，防災
の課題解決に寄与するものに精緻化することが重
視されるのである。
　この「共助」に関する考え方をふまえて，本研
究ではハザードマップを中心教材として取り上げ
る。ハザードマップは，各自治体レベルで製作さ
れており21），その地域で発生しやすい災害の特徴
や防災のためのセーフティネットを理解し，災害
に強い地域社会のあり方について考える手がかり
となるものである。ただ，記載されている情報は，
地域ごとに異なっており，どのような情報を記載
することが，地域住民にとって実用的なのかとい
う点については地域の状況によって異なる。また，
より実用的なマップの製作は，各地域の自治会に
委ねられているのが現状である22）。つまり，自治
体が製作しているハザードマップをより実用性の
高いものに改善することは，「共助」に関する課
題であり，特定の専門家だけではなく地域住民が
知恵を出し合い，協働して取り組むべきことなの
である。
　以上のことから地域のハザードマップづくりを
中心的な学習活動とすることで，外部人材と子ど
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もの熟議を促し， 「共助」 に関する課題解決の担い
手の育成を目指す授業開発を行うことができる。

4．2　単元の開発
　本研究では，公立中学校一年生を対象に，外部
人材として地域の消防士の方（以降：外部人材）

と連携した防災学習を８時間構成で行う。本単元
は，中学校社会科地理的分野の「Ｃ日本の様々な
地域（1）地域調査の手法」23）に位置付く学習となっ
ており，外部人材と生徒によるフィールドワーク
（以降：FW），オリジナルのハザードマップ（以
降：マップ）の製作を主な学習活動とする。以下

単元目標 地域の一時避難場所から避難場所（中学校）までの避難ルートについて，外部人材との熟議を通して，異なる考えをふ
まえて再検討することで，他者と協働して課題解決の取り組みに関与しようとすることができる。

授業構成 主な発問 主な学習内容（○）・外部人材との学習活動（＊）

①
意
見
形
成

Ⅰ．社会的
課題の把握
（第一時）

【ハザードマップの役割と課題を知る。】
○ ハザードマップから何が読み取れる？（資料①）
○ この地域はどのような災害が起こりやすいとい
えるか？（資料②）
○ 災害時に地域住民が避難するためにはどのよう
な情報が掲載されていればよいか？
○ どのような立場の人を重視して災害時の体制を
考える必要があるか？（資料③）
○自治体のハザードマップは万全なものか？

○卒業生が取り組んだ防災学習の内容について。
○ハザードマップを通して読み取れる情報について。
○災害時要援護者について。
＊ 外部人材からハザードマップをつくる学習の意味について説明を
してもらう。ハザードマップを製作する取り組みは，地域社会の
課題解決につながる方法であり，中学生でも参画できることに気
付かせる。

Ⅱ．社会的
課題の実践
（第二時か
ら第五時）

【調査を通してオリジナルハザードマップをつく
る。】
○ フィールドワークを通して次の①②を考える。
①一次避難場所として最も適切だと判断できる
公園を選ぶ。②その公園から学校までの避難
ルートを考える。
◎ 避難ルートを考える上で注意するべきこと（重
要なこと）は何か考えよう。

○ 地域の防災設備の種類や場所，一時避難場所としての公園の安全
基準について。
＊ 外部人材と共に，フィールドワークに取り組みつつ，それぞれ望
ましい避難ルートについて考える。コミュニケーションをとるこ
とを重視する。

②
意
見
の
再
構
成

Ⅲ．社会的
課題の吟味
（第六時か
ら第七時）

【オリジナルハザードマップ報告会（クラス内）】
○ クラスでハザードマップの発表会をしよう。
◎ 避難ルートを考える上で注意するべきこと（重
要なこと）は何か考えてみよう。

【消防士チームと代表チームがオリジナルハザー
ドマップを報告する。（震災学習発表会）】
①ハザードマップについての報告を聞こう。
②�消防士チームと代表チームのハザードマップを
比較してみよう。同じところや違うところがあ
るか考えてみよう。なぜそのような違いがある
のか考えてみよう。
③�消防士の方から大人でも想定していなかった評
価ポイントについてフィードバックしてもらお
う。
④�消防士チームのハザードマップが絶対的に正し
いものと言えるだろうか？どちらがより望まし
いマップといえるだろうか。

○ 複数ある公園の中で，その公園を最も安全だと判断したその理由
について。
○ 避難ルートを設定した理由について。
①��選抜された生徒と外部人材（消防士）の避難ルートの特徴
　�（生徒チーム）一時避難場所から避難所まで最短距離で到着する
ことができるルートを選んでいる。（消防チーム）地域で生活す
る全ての人たちが安全に通ることができる道を選択した。災害時
に活用できる設備か，危険性が高まる設備があるかをふまえて判
断した。
②�地域にある社会事象に対する見方や重視していることが違うから
ではないか。実際にガソリンスタンドに対する見方や優先するべ
き価値が違っている。
③�外部人材による生徒のハザードマップに対する評価ポイント（外
部人材からのフィードバックの内容）
　�季節ごとに分けて避難箇所を記入している。危険箇所だけではな
く，一時避難できそうな安全箇所も記入している。地域の人（警
察の人）から話を聞いて，そのことを記入している。
④�災害弱者の人のことをふまえて考えることが大切。
＊外部人材が，生徒の提案に対してフィードバックを行う。

Ⅳ．社会的
課題の再検
討

（第八時）

【学習の振り返りを行う。】
○ 自分たちが考えたことは，地域社会の防災の解
決にどのようにいかされるのだろうか？
◎ これまで学習したことをふまえて，避難ルート
を考える上で，注意するべきこと（重要なこと）
は何か考えてみよう。

○避難ルートを考える際の重要なポイントについて。
＊ 外部人材が，本学習にて取り組んだ成果が防災福祉コミュニティ
の会合で紹介され，ハザードマップづくりに中学生の意見が反映
されることを説明する。

【主な資料】①神戸市 webpage「神戸市ハザードマップ（土砂災害・水害に関する危険予想箇所）」https://www.city.kobe.lg.jp/
documents/28756/nisi2tizu.pdf（2019年２月10日確認）②神戸市 webpage 神戸市西区の概要 https://www.city.kobe.lg.jp/k25836/
kuyakusho/nishiku/shokai/introduction/gaiyou/index.html （2019年２月10日確認）③神戸市webpage「災害時要援護者支援のガイドラ
イン　災害時に備えたたすけあいのまちづくり～地域で安心の「きずな」づくりに取り組んでみませんか？～」https://www.city.kobe.
lg.jp/documents/31186/gaidorainn.pdf　（2019年２月10日確認）

  （著者作成。下線部の太文字①～④は，第七時の外部人材との熟議を行った場面を示している。）

表１　�地理的分野小単元「地域に届けるハザードマップをつくろう！－避難ルートを考える上で注意する
べきことはどんなこと !?－」の概要（８時間構成）
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の表１には，本単元の目標，授業構成，主な発問，
主な学習内容と外部人材との学習活動を示してい
る。
　Ⅰの段階（第一時）では，社会的課題について
把握する。まず，本単元の最後にマップを製作す
ること，学年全体で発表会を行うことを伝え，学
習全体の見通しを持たせる。次に，自治体が発行
しているマップを読み取り，公助の限界に気付か
せ，災害時要援護者を含む全ての地域住民が，避
難所まで安全に避難するためのルートを考えるう
えで注意すべきことを予想させる。そして，外部
人材からマップ製作は中学生でも地域住民として
参画できる地域社会の課題であることを説明して
もらう。これによって，次時の FWの動機づけ
を促す。
　Ⅱの段階（第二時～第五時）では，社会的課題
の取り組みとしてのハザードマップづくりを外部
人材とともに実践する。まず，FWで調査する内
容（防災設備の種類・場所や一時避難場所として
最も適切な公園を選択するなど）とグループ内に
おける役割（調査する二つのエリアや担当の役割）
を確認させる。次に，外部人材と共に FWに取
り組み，調査を行う中で避難ルートを考える。そ
して，調査結果に基づいてマップを製作し，「避
難ルートを考える上で注意するべきことは何か」
という問いに対して意見を形成させる。
　Ⅲの段階（第六時から第七時）では，外部人材
と熟議を行い，自他の意見を比較することで，社
会的事象に対する見方や価値の違いを理解し，自
己の意見を反省的に振り返る。まず，第六時では
各クラス内でグループごとに製作したマップの発
表会を行う。他のグループが考えた公園の安全性
や避難ルートの特徴について教室全体で共有した
後，「避難ルートを考える上で注意するべきこと
は何か」という問いに対する意見を記入させる。
次に，クラス内で優秀グループをエリアごとに一
つずつ選出する（二つのグループを選出）。選出
されたグループの中から外部人材と教員等によっ
て「大人も想定していなかったこと」を評価指標
として学年代表を選ぶ。そして，第七時の震災学
習発表会では，次の①～④のような外部人材との
熟議（表１中下線部①～④）を行う。①震災学習

発表会に代表として選ばれた２つのグループと消
防士チームがマップについて発表を行う。②生徒
と外部人材の避難ルートの比較を通してその違い
について考察させる。③生徒達のマップには「季
節ごとに分けて避難箇所を記入していたこと」，
「危険箇所だけではなく，一時避難できそうな安
全箇所も記入していたこと」，「地域の人（警察の
人）から話を聞いて調査をしていたこと」という
特徴があり，このことを専門家である大人の想定
を超えた評価ポイントとして外部人材にフィード
バックしてもらう。④避難ルートを考える際には
「災害弱者」の人のことを想定することが重要で
あり，「災害弱者」にも多様性があることに気付
かせる。このような学習活動を通して，外部人材
である消防士のマップが絶対的なものではないこ
とに気付かせると共に，より望ましい課題の取り
組みを考える際に必要となる価値を含めた社会認
識を形成できる。
　Ⅳの段階（第八時）は，課題の取り組みに関す
る意見の再検討を通して，学習への社会的意味付
けを行う。まず，本学習で製作したマップは地域
の防災福祉コミュニティの会合で報告されたり，
校区内の事業所に掲示されたりするなど地域の防
災活動に活用されることを報告する。次に，本単
元の学習を振り返らせ，「避難ルートを考える上
で注意するべきことは何か」という問いに対する
最終的な意見を形成させる。そして，本単元全体
の感想を記入させ，アンケートに回答させる。

4．3　開発単元の評価
　開発単元の教育的効果を見取るために，生徒（51
名）のアンケートやワークシートの記述内容に基
づいて，単元目標である「共通善の形成」を実現
できているかを評価する。まず，本学習に対する
アンケートの結果に基づき，外部人材との熟議を
通して，生徒の社会認識形成の実態と特徴を明ら
かにする。次に，その結果をふまえワークシート
の生徒の記述内容に基づいて「共通善の形成」が
実現された生徒と実現されなかった生徒の思考の
傾向と外部人材と構築された関係を考察する。そ
して，そのような結果となった理由を熟議との関
係に着目して検討する。今回は，特に第七時の外
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部人材との熟議の効果を見取るために，その前後
の第六時終了時から第八時終了時に至る意見の変
容に注目する。表２はアンケート調査の質問に対
する生徒の意見に基づく考察結果，表３はワーク
シート（学習課題「避難ルートを考えるうえで注
意するべきことは何か？」に対する記述内容と単
元全体の感想）の評価結果及び生徒の思考の傾向
と外部人材との関係に関する考察結果である。な
お，表３には，共通善の形成が実現された生徒（タ
イプ１），実現されなかった生徒（タイプ２・３）

の思考の特徴が最もよく表れている生徒Ｘ～Ｚの
記述内容も示している。
　表２に関して，まず，質問項目①に対する回答
（自由記述）を整理すると，全体の70%以上が「外
部人材との意見の違いを知れたこと」，次いで約
30％が仲間や消防士と一緒に取り組んだ「FWや
マップづくりの活動」と答えている。外部人材と
の「意見の違い」について，質問項目②の回答（自
由記述）に基づいて検討すると，避難ルートに反
映されている「社会的事象の見方」と「安全に関

質問
項目

① 消防署の方を交えた授業で特に印象に残っていることは？（自
由記述）

② 自分たちと消防署のハザードマップを比較して気づいたこと
は？（自由記述）＊①の「外部人材との意見の違い」に関す
る記述内容について分析を行った。

考察
結果

�・�外部人材との意見の違いについて：51名中36名（70.5％）
�・�仲間や消防署の方と一緒にフィールドワークやマップづくり
の活動に取り組んだことについて：51名中14名（27.4％）

�・�地域にある施設の機能や役割＝『社会的事象の見方』
�・�消防士の判断の根拠＝『安全に関する判断基準（価値）』

（著者作成。網掛け部分は著者の考察結果を示している。）

学習評価の結果「全体の傾向」

他者と協働的な関係性としての「共通善の形成」が実現されたのは一部の生徒（51名中６名（12％：タイプ１））であり，多くの生徒（51
名中36名（70％）：タイプ２）は，災害時に危険になりそうなものの特徴や場所，様々な立場の人の安全性に着目して避難ルートを考える
際の基盤となる社会認識の形成のみに止まっている。また，社会認識形成について不十分な生徒（51名中９名（18％）：タイプ３）も見ら
れる。

「共通善の形成」が実現されている 「共通善の形成」が実現されていない

タイプ１
（51名中６名（12％））

タイプ２
（51名中36名（70％））

タイプ３
（51名中９名（18％））

思考の
傾向と
構築し
た関係

避難ルートは災害や被害の状況によってその有効性は変
化するもので，他者の意見をふまえて市民一人一人が責
任を持って判断することが重要であることに気付き，他
者に対して積極的に働きかけようとしている。
→問題解決を目指す市民同士の協働的な関係

避難ルートについて，多様な立場や危険な場
所に着目してそれらを関連付けて考えること
ができるようになっている。
→専門家と非専門家という立場に基づく関係

日々の生活経験に基づ
く記述内容に留まって
おり，意見の変容が見
られない。
→分断された関係

段階 生徒Ｘ 生徒Ｙ 生徒Ｚ

Ⅲ
第
六
時

倒れそうなものが近くにないか。避難できそうな場所を
確かめておく。できるだけ広い道にする。

災害弱者が通りやすい所，倒れてくるものが
少ない所，坂の少ない所。

危険な道を通らないよ
うにする。整備してあ
る所。

Ⅳ

第
八
時

最初は，災害弱者の方でも通ることができる広い道をな
んとなく考えていたけれど，（ア）時間帯や天気もだし，
できるだけ小学校の近くや区役所の近くで情報がすぐに
届くような場所，設備が近くにあるところ，坂や倒れそ
うなものがないところもふまえて考えないといけないん
だと思うようになった。そうすればしょうがい者や高齢
者の人たち，外国の人たちも安全に避難できると思う。
南海トラフが来ると言われているので，その時には判断
できるようにしたいと思います。

高い建物は見ていたけれど，（エ）消防士の
方のお話を聞いて，ガラスの多い建物も危な
いんだとわかり危険なところを考えないとい
けないことがわかりました。災害弱者の人は
いろいろな立場の人がいるから，（オ）主に
障がい者や高齢者の人たちのことを考えてい
たけど，外国人の人のことは考えていなかっ
たので，外国人の人にもわかる広い道を選ぼ
うと思いました。

なるべく安全な道を選
ぶ，危険なところが近
くにない場所を通る。

第
八
時
（
感
想
）

（イ）災害によって避難ルートが変わったり危険な所が
変わってくるので，絶対にまちがっている，正しいなど
はなくて，いろんな意見をふまえて自分で判断していか
ないといけないと思った。災害弱者の方は，高齢者だけ
ではなく外国人などのように日本語が通じないためどこ
に避難すればよいのかがわからない人たちもいるので，
（ウ）自分から積極的に声をかけれるようにしたい。

地震はいつ起きるかわからないので，ハザー
ドマップ作りをすることができたのはよかっ
たと思います。（カ）自分たちのことだけで
はなく災害弱者の人たちのことを1番に考え
ることがマップを作るうえで重要だと考える
ようになりました。

マップをつくったり，
避難場所のルートを決
めたりとかして，こん
なところにAEDや消
火施設，防災倉庫など
があるのかと思った。

（著者作成。網掛け部分は著者の考察結果を示している。）

表２　アンケート調査の結果・質問に対する主な生徒の意見（2019年１月17日記入）に基づく考察結果

表３　学習評価の結果「全体の傾向」及び思考の傾向と外部人材との関係に関する考察結果
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する判断基準（価値）」の違いと言える。「社会的
事象の見方」に関して，多くの生徒は，「ガソリ
ンスタンド」＝「危険な設備」と捉えているのに対
して，消防士は調査エリアのガソリンスタンドは
「大災害時協力ガソリンスタンド」24）であり，「災
害時の防災活動の拠点」として捉えている。また，
「安全に関する判断基準（価値）」に関して，多く
の生徒は「最短の距離になるべき」という効率に
関する価値に基づいて避難ルートを考えている
が，消防士は調査エリアの総人口の数や世代別の
人口統計をふまえ，「地域で生活する全ての住民
の安全を保障するべき」という公正に関する価値
に基づいて，道の幅員を優先して避難ルートを考
えている。この外部人材の見方や価値は，課題解
決の取り組みを考えるうえで必要となる社会認識
であり，他者と協働的な関係を構築するための共
通基盤と捉えることができる。
　以上のように本単元の学習を通して，大半の生
徒は先述した外部人材と自己の地域の社会的事象
の見方や価値の違いについて理解を深めることが
できていると言える。
　表３に関して，「共通善の形成」が実現されて
いるのは一部の生徒（51名中６名（12％：タイプ
１））であり，多くの生徒（51名中36名（70％）：
タイプ２）は，避難ルートを考える際の共通基盤
となる社会認識の形成は実現できてはいるもの
の，他者との協働的な関係については構築されて
いない。また，社会認識形成について不十分な生
徒（51名中９名（18％）：タイプ３）も見られる。
ここでは，共通善の形成が実現されている生徒（タ
イプ1）と実現されていない生徒（特にタイプ２）
の思考の傾向及び外部人材との関係を考察したう
えで，そのような結果となった理由を検討する。
　共通善の形成が実現されている生徒（タイプ１）
の思考の傾向に関して，表３中（ア）から当初は
避難ルートについて目に見える危険なものを重視
して判断していたが，最終的に時間帯や天候，地
域の施設の場所や機能及び役割に着目して考察
し，「災害弱者」となり得る多様な立場の人のこ
とをふまえて考えるようになっていることがわか
る。また，表３中（イ）や（ウ）から災害や被害
の状況によって最善の避難ルートは変化するた

め，他者の意見をふまえて主体的に判断すること
が重要であることに気付き，災害弱者に対して積
極的に働きかけようとしていることがわかる。こ
のように，生徒Ｘは外部人材との熟議を通して，
「地域住民の中でも特に災害弱者の人たちの安全
が保障されるべき」 という 「公正」25）に関する価
値を含めた社会認識が形成され，自己とは異なる
他者の意見をふまえ主体的に判断することの重要
性に気付き，災害弱者に積極的に働きかけようと
する態度が形成されている。つまり，熟議を通し
て外部人材の意見を絶対視せずに対象化し，他者
の意見をふまえて意思決定する議論の意義に気付
くことで，他者と協働しようとする市民意識が形
成されていると推察できる。このことから外部人
材と「問題解決を目指す市民同士の協働的な関係」
を構築していると考えることができる。
　共通善の形成が実現されていない生徒（タイプ
２）の思考の傾向に関して，表３中（エ）や（オ）
から，建物の「危険性」や外国人を含めた多様な
「災害弱者」の人たちのことを想定して，避難ルー
トを考えることの重要性に気付くようになってい
ることがわかる。また，表３中（カ）から，外部
人材との熟議を通して，課題解決の方法を検討す
る際には「災害弱者」の人たちのことを最優先に
考えることの重要性を学んでいることがわかる。
しかし，記述内容からは外部人材の取り組みを対
象化し，他者の意見をふまえて主体的に判断する
重要性に気付いたり他者に働きかけようとしたり
していることまでは読み取れない。つまり，生徒
Ｙは，生徒Ｘと同様の社会認識の形成は達成され
ているが，他者と協働しようとする市民意識の形
成は十分に達成されていないと判断できるため，
外部人材との関係は「専門家と非専門家という立
場に基づく関係」となっていると言える。
　このように構築された外部人材との関係が異な
る結果となった理由を検討すると，熟議場面の外
部人材による生徒へのフィードバックの影響の違
いが大きく関係していると考えられる。タイプ１
の生徒は，外部人材から専門家も想定していな
かった評価ポイントを伝えられることによって，
外部人材が考案したマップを絶対視するのではな
く対象化し，市民意識が形成されている。外部人
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材のフィードバックによって，生徒は社会的存在
として承認される体験をすることになる。このよ
うな社会的承認体験には，自尊感情を高め，他者
への意見表明に対する抵抗感を解消させる教育的
効果がある。これによって，外部人材の考えを対
象化し問い直す思考を促し，他者との議論に対す
る意義付けが可能となるのである。つまり，意見
表明の抵抗感の解消による外部人材の考えの対象
化，他者との議論に対する積極的な意義付けの促
進というフィードバックの影響を受けることに
よって，市民意識が形成されることで市民同士の
協働的な関係の構築が実現したと言える。一方で，
タイプ２の生徒は，熟議を通してタイプ１と同様
の社会認識の形成は達成できてはいるものの，他
者と協働しようとする市民意識は形成されていな
い。つまり，フィードバックによる影響を受けて
いないため，外部人材の意見を対象化する思考は
働かず，あくまで専門家である外部人材から知識
を提供してもらう非専門家としての子どもという
立場に基づく関係の構築に止まったと言える。
　以上のことから本単元の分析結果の範囲内では
あるが，共通善の形成を実現するためには，次の
三点をふまえた学習指導を通して公共空間を学校
に創出させ外部人材と子どもの熟議を促すことが
必要になることが示唆された。第一に，課題解決
のための共通基盤となる社会認識の形成を通し
て，思考の次元を変容させることである。本単元
では，外部人材との熟議を通して「公正」に関す
る価値を含めた社会認識が形成されている。この
社会認識は，他者との協働的な関係構築のために
必要な共通基盤である。その形成過程では，自己
とは異なる意見を受け入れ，熟慮を通して「私」
から「公」の次元に思考が変容される。この思考
の変容は，熟議を重視した学習活動を行うからこ
そ促進されるのである。第二に，外部人材による
フィードバックの充実である。社会的承認体験と
してのフィードバックによって，子どもの自尊感
情は高まり意見表明に対する抵抗感が解消され
る。このような子どもをエンパワーメントする指
導の充実が，議論の意義に気付かせ市民意識の形
成を可能にするのである。第三に，外部人材もま
だ取り組んでいない実社会の課題を中心教材とし

て設定することである。これによって，外部人材
は議論の意義を見出すことができ，子どもの意見
に対する価値付けが可能となる。このような外部
人材と子どもという立場性や権威性を問い直す思
考を促し相互に意義を見いだす議論指導を推進す
ることが，共通善の形成につながる。
　一方で，共通善の形成が実現されなかった生徒
もいることから本単元の学習には課題が残ってい
る。この課題克服のためには，外部人材との議論
に関する指導をさらに充実させる必要がある。具
体的な方法として，次の二点を挙げる。第一に，
外部人材の問題意識としての困りごとを共有し，
その解決を目指す取り組みを考えさせる議論を展
開することである。多くの子どもは，外部人材に
対して知識を提供する存在という見方を持ってい
る。この見方を問い直すためには，外部人材の権
威性を相対化させ，外部人材と自己は問題解決の
担い手として共通するアイデンティティを有する
存在であることに気付かせる指導が有効である。
第二に，課題解決の取り組みに携わる主体の役割
や連携方法について議論することである。課題解
決の取り組みにおいて自己を含めて誰が何をどこ
まで担い，どのように連携するのかを考えさせる
ことで，課題解決を目指す協働のあり方の構想を
促す指導が重要である。

５．本研究の成果と課題

　本研究の成果は，他者との協働的な関係性とし
ての共通善の形成を実現するためには，学校に公
共空間を創出させ，外部人材と子どもの熟議を促
す指導が必要となることを開発単元の結果に基づ
いて示したことである。外部人材と子どもの熟議
を促すためには，次の三点をふまえた指導が有効
である。①課題解決のための共通基盤となる社会
認識の形成を通して，子どもの思考の次元を変容
させること②外部人材によるフィードバックを通
して，子どもの自尊感情を高め，意見表明に対す
る抵抗感を解消すること③外部人材もまだ取り組
んでいない現実社会の課題を中心教材として設定
すること。
　今後の課題は，消防士以外の外部人材や関係機
関と連携した単元開発を行い，地域社会と学校の
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連携方法のあり方を検討すること，地域社会と連
携する社会科学習を推進する教師の教科観や学力
観を明らかにすることの二点である。
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